
山口市高齢者日常生活用具給付事業実施要綱 

（目 的） 

第１条 山口市高齢者日常生活用具給付事業（以下「本事業」という。）は、身体上又

は精神上の障がいがあって日常生活を営むのに支障がある高齢者（以下「要援護高

齢者」という。）及びひとり暮らし高齢者に対し、日常生活用具（以下「用具」と

いう。）を給付することにより、日常生活の便宜を図り、要援護高齢者及びその介

護にあたる家族等の負担を軽減し、その福祉の増進を図ることを目的とする。 

（用具の種類及び給付の対象者） 

第２条 本事業の給付の対象となる用具は、別表１の「品目」欄に掲げる用具とし、

その対象者は、市内に居住する在宅の者で、同表の「対象者」欄に掲げる者とする。 

（申 請） 

第３条 本事業を利用しようとする者又はその親族等（以下「申請者」という。）は、

別に定める申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項に定める本事業の利用申請の手続きは、山口市の各地域包括支援センター（介

護保険法第１１５条の４６に規定する地域包括支援センターで、各圏域に設置され

たものをいう。）の職員において代行することができる。 

（決定及び通知） 

第４条 市長は、前条の規定による申請があったときは、山口市基幹型地域包括支援

センター（介護保険法第１１５条の４６に規定する地域包括支援センターで、山口

市が設置した統括機能をもつものをいう。）に設置される包括ケア会議で速やかに

その利用の必要性について検討し、利用の可否について決定しなければならない。 

２ 市長は、前項の利用の可否を決定したときは、別に定める通知書により当該利用

申請者に通知するものとする。 

（用具の給付） 

第５条 前条の規定による用具の給付の決定を受けた申請者（以下「利用者」という。）

は、市長が発注する業者より、別表１の性能を備える用具の給付を受けることがで

きる。 

（利用者負担） 

第６条 利用者は、別表２に定める利用者負担額を負担するものとし、原則として利

用者が業者に直接支払わなければならない。 

２ 利用者の費用負担については、給付の品目の数に関係なく、第１項に定める額を

当該年度の負担限度額とする。 

 （費用の請求） 

第７条 前条の規定による利用者負担額を除く費用について、業者は市長へ請求する

ものとする。 

（費用の返還） 

第８条 市長は、偽りその他不正な行為により本事業による給付を受けた者があると

きは、その者からその給付に要した金額を返還させることができる。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、本事業の実施について必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。 



（経過措置） 

２ この要綱の施行の日の前日までに、合併前の山口市高齢者日常生活用具給付事業

実施要綱（山口市制定）、小郡町老人日常生活用具給付等事業実施要綱（小郡町制

定）、秋穂町老人日常生活用具給付等事業実施要綱（秋穂町制定）の規定によりな

された手続きその他の行為は、この要綱の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２１年７月１日から施行する。  

   附 則   

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２２年１月１６日から施行する。 

（費用負担区分の特例） 

２ 平成２１年度から平成２３年度までの利用者負担については、編入前の阿東町の

区域に住所を有する者に係る別表２における利用者の階層区分Ｄは、山口市の介護

保険料区分を準用し、階層区分Ｄ又はＥを適用する。 

附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。  

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２７年 4月１日から施行する。 



別表１ 

品 目 対 象 者 性 能 給付限度額 備 考 

火災警報器 
おおむね６５歳以上の低所

得の寝たきり高齢者、ひとり

暮らし高齢者等 

屋内の火災を煙又

は熱により感知し、

音又は光を発し、屋

外にも警報ブザーで

知らせ得るものであ

ること。 

15,000円 

給付は、１

世帯につき２

台を限度とす

る。 

ただし、平

成２３年６月

１日以降、消

防法の規定に

より義務付け

られた箇所へ

の設置につい

ては、給付の

対 象 と し な

い。 

自動消火器 同上 

室内温度の異常上

昇又は炎の接触で自

動的に消火液を噴出

し、初期火災を消火

し得るものであるこ

と。 

17,000円 

 

電磁調理器 

おおむね６５歳以上であっ

て心身機能の低下に伴い防

火等の配慮が必要なひとり

暮らし高齢者等 

電磁による調理器

であって、高齢者が

容易に使用し得るも

のであること。 

40,000円 

 

別表２ 費用負担基準 

利 用 者 の 階 層 区 分 利 用 者 負 担 額 

Ａ 介護保険料区分 第１段階 ０円 

Ｂ 介護保険料区分 第２・３段階 給付限度額の２５％ 

Ｃ 介護保険料区分 第４・５・６・７段階 給付限度額の５０％ 

Ｄ 介護保険料区分 第８・９・１０段階 給付限度額の７５％ 

Ｅ 介護保険料区分 第１１段階 全額 

※ 本表において、毎年 4月から 6月までは「前年度介護保険料区分」を適用するものとする。 

※ 本表が改正された場合において、4月から 6月までの間については、改正前の表に「前年度介護保

険料区分」を適用するものとする。 


